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研究開発組織における中間管理職の役割：上司の 「自律的戦略行動」が

   部下の満足や組織コミットメント，研究成果に及ぼす影響*

慶應義塾大学 蔡 〓 錫

は じ め に

 経 済 の成 熟化 に伴 い， 日本企業を取 り巻 く競争

パ ラダイムもキ ャ ッチ ・ア ップ時代 の 「コス トと

品質競争 」か ら 「イノベ ーシ ョンによる高付加価

値競争」 へ と大 き く変 り， これか ら企業 の競争優

位 は，管 理革 新や技術革新 などの組織の イノベー

シ ョン能 力 に大 い に依存せ ざるを得 な くな りっっ

あ る。競争 パ ラダイムの変化 とともに，企業の競

争優位 を決 め る戦 略的な人的資源 も， これ までの

ブルーカ ラーか らホワイ トカラー， 中で も特 に専

門的 ・技術 的な分野 に従事 す るプロフェ ッシ ョナ

ルへ と大 きく変 って きて いる。科学 者 ・技術者な

どの プロフェッシ ョナルが明 日の企 業の競争優位

を決 あ る戦 略的な人 的資源 と しての位置を着実 に

獲得 す るにつれ， 中間管理職 の役割を主 に組織の

目標 に向 けて部下 を動機 づ けることに限定 して き

た これ までの リー ダーシップ論 も再 構築を迫 られ

てい る。 その理 由 としては，次の3っ が挙 げ られ

る。

 第1に ，科学 者 ・技術者 な どのプ ロフェ ッシ ョ

ナルは，雇 われてい る組織 よりも自分の仕事 や専

門分野 に コ ミッ トす る傾 向が強 く，組織 内で コン

フ リク トを経験 しやすい存 在 と して知 られてお り

(Gouldner，1957，1958；Marcson，1960)， 生 産現

場 や 事務 な どで は効率 性(efnciency)を 高 め る

リー ダー シップが，常 に イノベ ーシ ョン能 力が要

求 され る研究 開発(以 下，R&D)部 門 で もその

まま当て はま るとは限 らない(Frohman，1978)。

む しろ，効率性 を高 あよ うとす る リーダーシップ

は， プ ロフェッシ ョナルの組織 内での コンフ リク

トを高 あ，結果 的 に研究 成 果 を低 あ る恐 れが あ
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る。第2に ，プロ フェ ッショナルが多 く働 くR&

D部 門 の場合， リーダーシ ップを必要 と しない代

替(substitute)要 因 が数 多 く存 在 して い る こ と

が，幾っか の研究 によって明 らか になっていると

いう点で ある。第3に ， イノベーシ ョンを促進す

る1つ の方法 で あ る 「社内 ベ ンチ ャー(internal

venture)」 に関す る丹念 な事例研究 によ って，企

業 のイノベーシ ョン能力 を高 あるたあには， リー

ダー シ ップを超 え，「自律 的戦 略 行動(autono-

mous strategic behavior)」 と いった中間管理職

の 「戦略 ・革新行動」が不可欠で あることが明 ら

か にな って いるという点で ある。

 と ころで，大企業が イノベーシ ョン能力 を高 あ

るたあ には，「自律的戦略行動」といった中間管理

職 の新 たな行動 が不 可欠 で あ る ことが明 らか に

なって いるにもかかわ らず，常 にイノベーシ ョン

が要求 され るR&D部 門 で働 くプ ロフェッシ ョ

ナルを研 究 対象 と して捉 え， その効 果性(effec-

tiveness)を 調 べて い る実 証研 究 は殆 ど見 当た ら

ない。本 研究 は この よ うな問題 意識 か ら出発 す

る。要す るに，本研究 は，戦略的 な人的資源 と し

て の重要 性が増 して いる科学 者 ・技術者 な どの プ

ロフェ ッシ ョナルを対象 と し，中間管理職 の 「自

律的戦略行動」が部下の満足や研究成果 に及 ぼす

影響 を実証 す ることを 目的 とす る。

1.研 究開発(R&D)組 織 における中間管理

 職の役割：「自律的戦略行動」

 これ まで中間管理職 と言えば職場で の リーダー

と しての イメージが強 く，実際，中間管理職 に関

す る研 究 は殆 ど リー ダー シ ップ論 で扱 わ れて き

た。 これ まで行われ た リーダーシ ップ論 は，研究

の焦 点 を ど こに 当 て るか に よ って，「特 質 ア プ

ローチ」， 「行 動 アプローチ」， 「パ ワー ・アプロー

チ」，「状況要因 アプ ローチ」 の4つ に分類で きる

(Bass，1990；Yukl，1989；Yukl&Van Fleet，
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1992)。4っ の アプローチの中で，長 い間 リーダー

シ ップ論 を主 導 して きたの は，「行動 アプ ローチ」

であ る。

 「行動 アプローチ」とは，中間管理職 が職場 で実

際に と ってい る リー ダー として の行 動 を，「配 慮

的 リー ダー シ ップ」 と 「タス ク中心 の リー ダー

シ ップ」 の2っ の カ テ ゴ リーに分類 し，各 々 の

リーダーシ ップと部下 の満足 や職務成果 との関係

を調べ るとともに，最 も有効 な リーダーシ ップの

類型 を定 め よ うとす る もので あ る。 「配慮 的 リー

ダーシップ」 とは，集団内での相互信頼，部下 の

アイデア・考 え方 の尊重，部 下 の気持 ち ・感情 へ

の心配 りによ って特徴 づけ られ るよ うな人間関係

を生 み出 し， それを尊重 す る リー ダー行動 を言 う

(Fleishman&Harris，1962； 金 井，1991)。 一 方，

「タスク中心 の リー ダー シップ」とは，部下 が目標

の達成 に向 けて効率的 に職務 を遂行す るのに必要

な構造な い し枠組みを もた らす リーダー行動 のこ

とを意 味す る。 「行動 アプ ローチ」 では，2つ の

リー ダシップはお互 いに独立 してお り，両 方 とも

に高 い リー ダー シップが最 も有効 であ ると想定 し

てい る(Fleishman&Harris，1962；Fleishman ，

1973)。PM理 論(P=「 タ ス ク中 心 の リー ダー

シ ップ」，M=「 配慮 的 リー ダー シ ップ」)と して知

られて いる日本 の リーダーシ ップ研究 も，PとM

共 に高 い リーダーシ ップが最 も有効で あると想定

してい る点で は一致 して いる(三 隅，1984，1994；

Misumi&Peterson，1985)。 いわ ゆる， 「Hi-Hi

パ ラ ダイム」 であ る。要 す るに， 日米 を問わず，

「Hi-Hiパ ラ ダイム」は， リー ダー シップ論 でかな

り重要 な位置 を占めているのである。

 と ころで， リー ダー シ ップ論 を主 導 して きた

「行動 アプ ローチ」の限界 と してよ く指摘 され る

の は， 第1に ，2っ の リーダーシ ップが あま りに

も抽 象的 で あ り，現実 的 に多様 に存 在 す る リー

ダ ー シ ップ の類 型 を 無 視 して い る とい う点

(Korman，1966；Schriesheim&Kerr，1976；

Yukl，1989；Yukl&Van Fleet ，1992)， 第2に ，

「行動 ア プローチ」は，2っ の リー ダー シップは ど

の よ うな状況で も有効で あると想定 しているが，

リーダーシ ップの有効性 は状況要因 によ ってか な

り異 な るだ けで はな く， ときには リーダーシ ップ

を全 く必要 と しない代替要因が存在 して いる とい

う点(Howell&Dorfman，1986；Howell， Dorf.

man&Kerr，1986；Kerr&Jermier ，1978；Pod-

sakoff， MacKenzie&Bommer，1996)， 第3に ，

「行動 アプローチ」は，2っ の リー ダー シ ップはお

互 いに独立 してい る次元(dimension)で あ ると想

定 しているが，2っ の尺度 の間には中程度 の相 関

が現 れ るな ど，そ の尺度 に問 題 が あ るとい う点

(Rush， Thomas&Lord，1977；Schriesheim&

Kerr，1974，1976；Weissenberg&Kavanagh，

1972)の ，3っ で ある。 さ らに，2つ の リーダー

シ ップの効果性を定あ るため に数え切れ ないほど

の実証研 究が行われたに もかかわ らず，その効果

性 が一 般 的 に認 め られ た の は 「配 慮 的 リーダ ー

シップ」 と部下 の満足 との間に見 られ る正 の相関

だけで，殆 どの研究 は リーダー シップの効果性 を

立証す ることに失敗 している (Korman，1966；

Tosi，1982；Yukl，1989；Yukl&Van Fleet ，

1992)。 組 織行動論 の他 の研究領域 に比 べ， リー

ダーシップの研究領域が公刊 されて いる論文 の数

に対 して知識生産性 が低 く，理論 ・実 証 の両面 で

ほぼ行 き詰 ま ってい る状態 であ る (金井 ，1991；

Korman，1966；Misumi&Peterson，1985；Sch-

riesheim&Kerr，1976；Tosi，1982；Yukl ，1989；

Yuk1&Van Fleet，1992)と 早 くか ら判断 された

最 も大 きな理 由は，「行動 アプ ローチ」の このよ う

な限界の たあで ある。

 しか し，中間管理職の役割の全体図をっかむ と

い う観点 か らみ ると，「行動 アプローチ」の持つ最

も大 きな限界 は， そのあま りに も狭い視 野にあ る

(金 井，1991；Schriesheim&Kerr，1976)。 「行動

アプ ローチ」 は基本 的に， 中間管理職 が組織 の効

果性 に貢献す る唯一 の方法 は，部下 に対 して リー

ダー シ ップを発揮 す る ことで あ ると仮 定 して い

る。 しか し，中間管理職が，他部門 の管理者 や上

司 との接触， 契約の締結や維持 など，多 くの 「対

外 的な仕事」 もこな して いることは確た る事実で

あ る。 また， 中間管理職 の 「対 内的な仕事」 の全

てを リー ダー シップ として ラベルづけ ることもで

きない。「対 内的な仕事」であ って も，中間管理職

は，情報収集 ・処理，企画 や意思決定，仕事 を円

滑 に進あ るための資源獲得や割 り当て， イノベー



一 研究開発組織における中間管理職の役割一  19

ション活動 な ど， リー ダー シップとしては考 えに

くい活動 も多 くこな してい る (Hales，1986； 金

井，1991；Schriesheim&Kerr，1976)。 要 す る

に， リー ダー シップは， 中間管理職 が こな してい

る 「対 内的な仕事」 の一部 に過 ぎず， 中間管理職

は，リー ダー シップ以外 の様 々な 「対内的 な仕事」

と 「対外 的な仕事」 を同時に こな してい るのであ

る。実 際，企業 の中間管理職 の対 人接触 や時間配

分 のパ ター ンの調査結 果によ ると，直属部下 との

接触 の ウェイ トは30-40%台 に 留 まってお り，

中間管理職 は， よ り多 くの時間を他部門の管理者

及 び社外 の人 々 との接触 に費や してい ることが明

らかに されてい る(金 井，1991：53)。

 す ると，「行動 アプローチ」では，研 究意 義の大

きい中間管理職 の他 の多 くの行動 が存 在 してい る

に もかかわ らず，部下 の満足 や成 果にお けるご く

僅 か な分散 しか説 明で きな い1っ の行動 に研 究

が集 中 され て きた こ とにな る。実 際， リー ダー

シップ論 の陰に隠れ， リー ダー シ ップを超 えた中

間管理職 の行動 に関す る研 究 は殆 ど行われず，中

間管理職 が どのよ うな仕事 を してい るか， どの よ

うな行動 が組織 の効 果性 を高め るかについて蓄積

されてい る知識 は僅かにす ぎない。行 き詰 まって

い る リー ダー シップ論 の突破口 と して， リー ダー

シップを超 えた中間管理職 の他の行動が注 目され

る理 由は，ここにあ る(金 井，1991；Schriesheim

&Kerr，1976)0

 リー ダー シップを超 えた中間管理職の重要な役

割 として早 くか ら注 目されたの は，イ ノベー シ ョ

ンの推 進 者 と して の中 間 管 理 職 の 役 割 で あ る

(Kanter，1982；Frohman，1978)o Kanter(1982)

は， アメ リカの5つ の企 業で働 く中間管理職を対

象 とした調査 か ら， 中間管理職 は， トップ ・マ ネ

ジメ ン トが推進 す る戦 略を達成 す るための システ

ムを考案 し， それを作 りあげ，部下 を動機づ ける

な ど， これまでのイ メー ジ通 りの役割を果た して

い るだけでな く，新 しい ポ リシーや構造づ くり，

新 しい方法 や新 規事 業 の機 会 の発見 な ど， イ ノ

ベー シ ョンの推進者 と しての役割 も多 く果た して

い ることを明 らかに してい る。そ して， イノベ ー

シ ョンを成 し遂 げ る中間管理者 は，企業の他の部

門か らよ り多 くの， そ して よ り広範 な資 源 ・情

報 ・支持 を積極 的に求 あ るだ けでな く，政治的な

ネ ゴシエー シ ョンな ど，対 外的な活動に より多 く

の時間 と精 力を注いでい ると指摘 されてい る。な

ぜな ら， イ ノベー シ ョンは，既存の秩序や慣行を

脅かすだ けでな く，その プロセ スには本質的 に組

織 の多様 な部門が関わ り，多様な利害関係者が生

じるか らであ る。Kanter(1982)は ， 企業 の成果

は結局の ところ，中間管理職が如何 に多 くの イノ

ベー シ ョンを成 し遂 げるか に左右 され ると結論づ

けてい る。

 イ ノベ ーシ ョンの推進者 と しての中間管理職 の

役割 は，巨大化 して いる大企業が イノベ ーシ ョン

を活発 に させ るための1っ 方 法 と して注 目 して

い る 「社内ベ ンチ ャー」 に関す る丹念な事例研究

で も確認 されてい る。アメ リカの1っ の大企業 に

お け るR&D活 動 が， どの よ うに 「社 内 ベ ン

チ ャー」 と して進化 し，それが企業の全般的 なイ

ノベー シ ョン能力 に結 びっいて い くかを丹念 に調

べてい るBurgelman(1983a，1983b，1984)は ，

「社 内ベ ンチ ャー」は，基本的 にボ トム ・ア ップの

活動であ り，そのモメ ンタムは，R&D部 門 の グ

ル ープ ・リーダーや中間管理職の 「自律的戦略行

動」にあ ることを明 らかに してい る。「自律的戦略

行動」とは，R&D活 動 か ら生 まれ る新 しい技術

及び科学的 ブ レイクスル ーか ら今後大 きな事業 と

して成長で きる新規事業の種を見つ け， その機会

を生かすため に社内 ・外 に散 らば って いる資源 を

動員 し，「社内 ベ ンチ ャー」を更 に発展 させ るたあ

の モメ ンタムを作 り出 して い く，主 に グル ープ・

リーダーや中間管理職の行動を指す(Burgelman，

1984)。 要 す るに，「社 内ベ ンチ ャー」を成功 させ，

それを企業の全般的な イノベ ーシ ョン能力 に結 び

付 けて い く鍵 を握 って い る存在 は， グル ープ ・

リーダを含めた中間管理職なので ある。

 R&D部 門 の グループ ・リーダーは，自 らR&

D活 動 を遂行す る立場 にあ りなが ら，部下 のR&

D活 動 か ら生 み 出 され る新 規 事 業 の種 を早 く

キ ャ ッチ した り，新 しいプロジェク トのたあに研

究予算 を求 あ る部下 の要 求 を評価 した りす るな

ど，管理職 の立場 に も立 ってい る(Burgelman&

Sayles，1986)。 部 下 のR&D活 動 か ら産 み出さ

れ る新規事業の種 と部下の研究予算 に対す る要求
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を正 しく評価するたあには，現在の技術情勢やこ

れから有望になるものに対する知識が不可欠で，

グループ ・リーダーには広い接触網と情報が要求

される。一方，グループ ・リーダーより上位の中

間管理職 は， リスクが大きいたあにまだ公式的に

承認できない新規事業の種に対 して，非公式的な

資金をまわすという消極的な役割に留まらず，そ

れが 「社内ベンチャー」として公式的な承認を受

けると，その新たな技術の種を企業の内 ・外部に

散 らばっている多様な資源と組み合わせるという

積極的な役割 も果たす。「社内ベンチャー」が軌道

に乗ると，中間管理職は， これまでの考え方や組

織の 「社内ベンチャー」に対する絶えることのな

い疑いと戦いながら， トップ ・マネジメントやベ

ンチャーに関わる他部門の利害関係者にその支援

を求める。そして，「社内ベンチャー」が成功 し，

1っ の事業 として成 り立っと，中間管理職は，「社

内ベンチャー」がもつ戦略的なインプリケーショ

ンを概念化 し，既存の組織の戦略と構造さえも変

えていく(Burgelman，1983a，1983b，1984；Bur-

gelman&Sayles，1986)o

 「行動アプローチ」は，部下を動機づけるたあに

リーダーシップを発揮することが，中間管理職が

組織の効果性に貢献する唯一の方法であると想定

している。 しかし， 中間管理職が， 「考慮的 リー

ダーシップ」と 「タスク中心のリーダーシップ」

をうまく組み合わせ，部下の動機づけに成功 して

も，部門としての目標達成に必要な情報や資源，

さらには外部からの支援を取り付けることに失敗

すれば，せっか くの動機づけも部下の満足につな

がらず，かえって部下の研究意欲を低下 させる可

能性がある(金 井，1991)。 それに対 して，部下の

日常的なR&D活 動から産み出される新 しい技

術や科学的なブレイクスルーをいち早 くキャッチ

し，それを企業の全般的なイノベーションに結び

付ける中間管理職の能力ほ，部下の動機づけや満

足だけでなく，部下の昇進のスピー ドにも大 きな

影響を与えると考えられる。上司の 「自律的戦略

行動」によってもたらされる部下の動機づけや満

足 は，部下の組織 に止 まりたいとい う願望を高

め，組織コミットメントも次第に高 くなる。

 一方，企業の戦略を明らかにし，日常的なR&

D活 動 か ら産み出 され る新 しい技術 や科学的 ブ レ

イクスルーを より広 い意味で企業戦略 と結 び付 け

る中間管理職の能力 は，部下 の研究成果 に大 きな

影響を与え ると思われ る。 なぜ な ら，他 の部門 よ

りR&D部 門 は， タス クにおけ る不確実性(un-

certainty)が 著 しく高 く，企業戦略 とR&D部 門

の戦略 とを結 び付 ける中間管理職の能力 は，部下

の タスクの不確実性を低め，部下の 「役割曖昧 さ

(role ambiguity)」 と 「役割 コ ンフ リク ト(role

conflict)」 を低 め るか らであ る。 従 って， 次の よ

うな仮説 を立 て ることがで きる。

仮説 ：グループ ・リーダーを含め，R&D部 門

   の中間管理職の リーダーシップを超えた

   「自律的戦略行動」は，部下の満足や組織

   コミットメント，研究成果を高める。統

   計的に言えば，上司の 「自律的戦略行動」

   は，部下の結果変数に対 して， リーダー

   シップを超えたユニークな分散を説明す

   る。

2.研 究 方 法

 1)研 究対象

 本研究のもとになる研究対象は，慶応義塾大学

産業研究所の 「R&D研 究会」が1994年 に実施

した 「研究者の意見調査」に回答 した，製薬，エ

レク トロニクス，化学，製鉄の4業 種に属する10

の企業研究所で働 くプロフェッショナルである

(石田 ・守島 ・佐野，1996)。 「R&D研 究会」の

調査の最も大きな特徴は，開発 ・応用研究より基

礎研究 に焦点を当てようとした調査の目的を反映

し，基礎研究に従事するプロフェッショナルが研

究対象に多く含 まれているという点である。配布

された1，110部 の調査表 のうちジ計965名 か ら

有効な回答が得 られ， 有効回収率は86.9% で

あった。「R&D研 究会」の研究対象の特徴は，石

田(1996)を 参照されたい。

 本研究の研究対象は，「R&D研 究会」 の調査

に回答 した，計291名 の35歳 以下の一般職であ

る。研究対象を35歳 以下の一般職だけに限 った

理由は，「R&D研 究会」の調査が，部下の上司に



対す る認 知(cognition)を 通 じて中間管理職 の行

動 を測 って い るか らで ある。35歳 以下 の一般 職

の属性変数 にお ける特徴 は，平均年齢 が29.4歳 ，

平均 勤 続 が5.3年 で，男 性 が253名(87%)で 圧

倒的 に多 い。学 歴別 に は，大学学 部卒 業者 が21

名(7.2%)， 大 学 院 修 士 課 程 修 了 者 が207名

(71.1%)， 大 学院博士 課程修了 者が52名(17.9%)

で あ る。一 方，業 種 別 に は，製 薬 が127名

(43.6%)， エ レ ク トロ ニ ク スが151名(51.9%)，

化 学が13名(4.3%)で あ る。 研究対象 を35歳 以

下の一般職だ けに限 ったと ころ，「R&D研 究 会」

の もとの研究 対象 よ り， エ レク トロニ クス は約

10%増 え てい るのに対 して， 製薬 と化学 は共 に

約6%づ っ減少 している。

 2)尺 度

 a.「 自律的戦略行動」

 まず，金井(1991)の 「管理者行動 サーベイ」の

中か ら， 「自律 的戦略行動」 と思 われる6項 目が

選 ば れ た。 そ して，2っ の リー ダー シ ップ との

「差別妥 当性(discriminant validity)」 を検証す

るため に，因子分析 が行 なわれた。その結果，「自

律的戦略行動」 を測 る項 目群 は，2つ の リーダー

シ ップを測 る項 目群 と異 なる因子 として現 れた。

しか し，1つ の項 目が ダブル負荷 され， 分析 か ら

除かれ た。具体的 な項 目は，「部下 の力か らみて，

ぎ りぎ りいっぱいの仕事 を要求 している」， 「職場

に危機意識や緊張感 を持 たせ る」， 「職場 の役割 を

会社全体の方針や戦略 と結 び付 けて，練 り直 して

いる」， 「将来 の方向性 につ いて，機会 を捉 えては

語 って い る」， 「従来 の仕事 の や り方 に と らわれ

ず，新 たなや り方 で試 してい る」。いずれ も，中間

管理 職 の行動 に対 す る部下 の認 知 に注 目 して お

り， リカ ー ト ・タイ プの5点 スケー ルで測 られ

た。

 b.「 配 慮的 リーダーシ ップ」と 「タスク中心 の

  リーダーシ ップ」

 2っ の リー ダー シップの尺度 も，金井(1991)の

「中間管理職行動 サーベ イ」 に基 づ いて いる。 「配

慮的 リーダーシ ップ」の尺度 は，「部下 の気持 ちや

立場を大切 に して いる」， 「部下 の悩 みや不満 を理

解 して いる」， 「部下が仕事上で問題 にぶっか った
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時，一緒 に考 え る」， 「部 下 を成 長 させ るたあ に

種 々の体験 をさせ る」， 「部下 の創意工夫 が活 きる

よ うに仕 事 を与 え る」 の6項 目で構 成 されて い

る。 いずれ も部下 の気持 ちや成長 を大事 にす る上

司 の行動 に注 目 した ものである。一方，「タス ク中

心 の リーダー シップ」の尺度 は，「部下 にい ったん

決定 した ことは必ず実行す るよ うに求 め る」，「部

下 に目標 の達成 を最後 まであ きらめないよ うに求

める」の2つ の項 目で構成 されて いる。いずれ も

部下が行 っている仕事 に関す る上司 の管理行動 に

注 目 した ものである。項 目が少 な く，信頼性係数

は低 い と予想 される。

 c.「 総：合的 な満足」

 中 間管理職 の行動が もた らす部下 の態度面 での

効果 を測 る指標 と して最 もよ く使 われて きた こと

は，部 下 の 職 場 で の 「総 合 的 な 満 足」 で あ る

(Bass，1990；Yukl，1989；Yukl&Van Fleet，

1992)。 部 下 の 「総合的 な満足」 は，「仕事 に関連

す る満足」を聞 く項 目群，「人間関係 に関連 す る満

足」 を聞 く項 目群，「研究支援体制 に関す る満足」

を聞 く項 目群， 「プロ フェ ッシ ョナル と して の活

動 に関す る満足」 を聞 く項 目群な ど， 計17項 目

で測 られた。 リカー ト・タイプの5点 スケールで

測 られた。

 d.「 組 織 コ ミッ トメ ン ト」

 「組織 コ ミッ トメ ン ト」 も中 間管理職 の行動 が

もた らす部下 の態度面 での効果 を測 る指標 として

よ く使 われてい る(Baba&Knoop，1987；Bate-

man&Strasser，1984；Hampton， Dubinsky&

Skinner，1986；Howell&Dorfman，1986；Pod-

sakoff， MacKenzie&Bommer，1996)。 「組織 コ

ミッ トメ ン ト」 は，Mowdayな ど(1979)に 基 づ

き，「この会社 のためな ら，人一倍働 いて もいい と

思 う」，「私 の考 え と， この会社 の経営方針 とは，

かな り一致 して い る」，「なん だか ん だ とい って

も， この会社 を選 んで本 当によか った と思 う」 な

ど，3項 目で測 られた。

 e.研 究成果

 部 下 による研究成果 は2つ に分 け られる。1つ

は，研究成果 が会社 の成果 に直接 つなが ると思 わ

れる 「社内研究成果」で，具体的 に，「海外 での特

許 申請」，「国 内での特許 申請」，「研究成果 の製 品
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化」，「研究成果の社内表彰」，「事業部などか らの

重大な要請に答える」の5項 目で構成されてい

る。ダミー変数 として測られたたあ，「社内研究成

果」は，5項 目の合計である。もう1っ は，「総合

的な研究成果」である。これは，「社内研究成果」

を測 る項 目に，「海外での学会発表」，「国内での学

会発表」，「海外雑誌への論文掲載」，「国内雑誌へ

の論文掲載」の4項 目が加わったもので，9項 目

の合計である。新たに加わ った4項 目はいずれ

も，会社の成果に直接っながるというよりは，プ

ロフェッショナルとしての個人の成果の側面が強

い。 「社内研究成果」 を測る項目が入 っている故

に，2つ の研究成果の間には高い相関が予想され

る。

3.分 析 方 法

 本研究の仮説を検証するために用いられる方法

は，変数の 「有用性(usefulness)分 析」(Darling-

ton，1968)， つまり， 「階層的(hierarchica1)重 回

帰分析」(Cohen&Cohen，1975)で ある。複数の

独立変数をモデル式に含む重回帰分析の際，独立

変数の重要性を定ある指標としてよく用いられる

のは，各々の独立変数と結果変数(従 属変数)と

の単純相関係数(r)，標準化 された偏回帰係数(ベ

ター係数)， 偏相関係数の二乗(決 定係数R2に お

ける変動)の3つ である。独立変数の間に相互相

関(intercorrelation)が 存在 しないな らば，3っ

の指標は全 く同じ意味を持っ。 しかし，独立変数

の間に相互相関が存在するとすれば，因果関係が

はっきりしていない限 り，標準化された偏回帰係

数は，変数の重要性を定める基準 としては有効で

はない。なぜなら，独立変数がお互いに高い相関

を持っていると，標準化された偏回帰係数は，そ

の値が大きく変動するだけでなく，ときには方向

さえも変えて しまうか らである。

 独立変数の間に相互相関が存在 しており，研究

の焦点が因果関係を明らかにすることではな く，

あくまで独立変数による結果変数の予測に置かれ

るとき，最 も関心 のあ る指標は，変数の 「有用

性」，つまり，決定係数(R2)に おける変動である。

変数の 「有用性」とは，ある独立変数が回帰モデ

ル式 に新 たに加 え られたとき， その変数 が既存 の

説明力 をどの くらい高 あるかとい う，結果変数 に

対 して新 たに加 え られ る独立変数 のユニークな貢

献度を意味す る(Cohen&Cohen，1975；Darling-

ton，1968；Schnake， Dumler&Cochran，1993)O

Darlington(1968)は ， ある独立変数が全 く有用

でない という 「有用性」検定 は，そ の変数 の標準

化 され た偏 回帰 係数 が全 く有 意で な い とい うベ

ター係数 の有意性検定(significance test)と 同 じ

であ ると指摘 してい る。

 と ころで， あ る独立変数 の貢献度 は， その独立

変数が どの段階 でモデル式 に入 るかによ ってかな

り異 な る結果 が得 られ る ことは周知 の通 りで あ

る。Cohen&Cohen(1975)は ，判断基準 と して，

原因 と思われ る変数を先 に入れ るとい う 「原因変

数優先性(causal priority)」 と研究者 の研究 目的

に適 切 と思 われ る順番で入れ るという 「研究の適

切性(research relevance)」 と いう2っ を勧告 し

てい る。本研究 は，「自律的戦略行動」のユニ ーク

貢献 度 を調 べ る ことを 目的 とす る故 に，「研究 の

適切性」 の基準 に従 い，2つ の リー ダー シップ変

数 を先 にモデル式 に入 れる ことにす る。 しか し，

比較 の側面 か ら，「自律的戦略行動」を先 に入れ，

2つ の リーダーシ ップのユニー クな貢献度 も共 に

調べ ることにす る。

4.分 析 結 果

 「自律的戦略行動」を含あ，木研究で使われる変

数の平均，標準偏差，相関係数は，表1に まとめ

られている。上司の 「自律的戦略行動」に対する

部下の認知の平均は，2つ の リーダーシップに対

する認知の平均より低い。「自律的戦略行動」の信

頼性係数(α)は.78で ，この値は，「新たに構成さ

れる尺度の信頼性係数は，少なくとも.70を 超え

ることが望ましい」というNunnally(1967)の 指

摘を満た している。「タスク中心の リーダーシッ

プ」の信頼性係数は，項目の数が少ない故にやや

低 く，結果変数に対する真の影響を低める可能性

があることを予め断ってお く。3つ の変数の間に

は，中程度の相関が現れている。換言すれば，上

司が 「自律的戦略行動」を多 くとっていると認知
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表1変 数の平均，標準偏差，相関係数

M s.d.

.73

.76

.79

.46

.80

1.06

1.91

1 2 3 4 5 6 7

1.戦 略 行 動

2.配 慮

3. タ ス ク

4.満 足 度

5.OC

6.社 内 成 果

7.綜 合 成 果

3.33

3.70

3.52

3.09

2.81

1.22

2.35

(.78)
.58

.48

.30

.33

.02

.03

(.86)

 .37

 .38

 .30

一 .15

一
.17

(.74)

 .22

 .25

一
.05

一
.07

(.83)

 .46     (.78)
一
.01    一.05

一
.oi   一.08 .79

・!>=291
.カ ッ コ の 中 は 信 頼 性 係 数 α.r>1.201は ，

test). OCは 組 織 コ ミ ッ ト メ ン ト.

.01水 準 で 有 意 ，r>Ll41は ，.05水 準 で 有 意(two-tailed

す る部下 ほど，上司 は リーダーシ ップ も発揮 して

い ると認知 されて いる。特 に 「自律的戦略行動」

と 「配慮 的 リー ダー シップ」との間の相 関が高 く，

多重 共 線 性(multicollinearity)の 問 題 が提 議 さ

れ る。2つ の リーダーシ ップの間 の相関 は， 先行

研究(Weissenberg&Kavanagh，1972)の 範 囲

である。 要す るに，相 関係数 を見 る限 り，3つ の

変数 が果 た してお互 いに独立 す る次元 であ るかに

っ いて疑問 を投 げかける結果 とな ってい る。 しか

し，3つ の変数 が ともに リカー ト・タイ プの5点

スケールで測 られた故 に，中程度 の相関 は，「同 じ

方法」 による影響 を少 なか らず受 けている(い わ

ゆる，common method variance)こ と か ら現 れ

た結果 にす ぎない可能性 は否定 できない。

 表2は ， 「階層的重回帰分析」 の結果をまとあ

たものである。まず，上司の 「自律的戦略行動」

を部下の態度面での結果変数，つま り，部下 の

「総合的な満足」と 「組織 コミットメント」に回帰

した結果を調べることにす る。2つ の リーダー

シップ変数を先にモデル式に導入 したところ，上

司の 「自律的戦略行動」は，部下の 「総合的な満

足」における残 された分散を統計的に有意に減 ら

さず，仮説 は棄却 された。それに対 して，上司の

「自律的戦略行動」は，部下の 「組織 コミットメン

ト」における残 された分散を統計的に有意に減 ら

し，仮説は立証された。っまり，上司が，職場の

役割を会社全体の方針や戦略と結び付けたり，将

来の方向性について機会をとらえて語 ったり，新

表2 階層的重回帰分析の結果

回帰分析と標準化回帰係数(B係 数) 満 足 oc 社内成果 総合成果

1. リー ダ ー シ ップ， 戦 略 行 動 の 順

 step l 2っ の リー ダ ー シ ップ

    RZ

 step 2 自律 的戦 略行 動

    RZ

   △R2

.150***

.156***

.006

.109***

.135***

.026***

.020*

.036**

.016**

.026**

.055***

.028***

2.戦 略行 動 ， リー ダー シ ッ プの 順

 step l 自律 的戦 略 行 動

    RZ

 step 22っ の リー ダ ー シ ップ

    RZ

   △R2

.093***

.156***

.063***

.113***

.135***

.022**

.000

.036**

.036**

.ooi

.055***

.054***

標準化回帰係数(B係 数)

    配慮的 リーダーシップ

     タスク中心 リーダーシップ

    自律的戦略行動

.30***

.04

.11

.15**

.09

.21***

一 .22***

一
.04

 .16**

一一
.27***

一 .06

 .22***

・1>ニ291 .***p<.oi，**p<.05，*p<.10. OCは 組 織 コ ミ ッ トメ ン ト.
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たなやり方を試 してみたり，職場で緊張感を持続

させたりするほど，部下の 「組織 コミットメント」

は高くなる。

 上司の 「自律的戦略行動」を部下の行動面での

結果変数，つまり，「社内研究成果」と 「総合的な

研究成果」に回帰 した結果，仮説 はともに立証さ

れた。2っ の リーダーシップ変数を先にモデル式

に導入 したところ，上司の 「自律的戦略行動」は，

「海外・国内での特許申請」，「研究成果の製品化」，

「社内表彰」，「事業部などか らの重大な要請に答

える」などで構成されている部下の 「社内研究成

果」における残された分散を統計的に有意に減 ら

している。また，上司の 「自律的戦略行動」は，

「海外 ・国内での学会発表」，「海外 ・国内雑誌へ

の論文掲載」などの個人成果を含めた部下の 「総

合的な研究成果」における残された分散 も統計的

に有意に減 らしている。つまり，上司が，職場の

役割を会社全体の方針や戦略と結び付けたり，将

来の方向性について機会をとらえて語 ったり，新

たなやり方を試 してみたり，職場で緊張感を持続

させたりするほど，部下の 「社内研究成果」と「総

合的な研究成果」は高 くなる。

 一方，上司の 「自律的戦略行動」を先にモデル

式に導入 し，2つ の リーダーシップの結果変数に

対するユニークな分散を調べたところ，非常に驚

くべき結果が現れている。2つ の リーダーシップ

は，部下の 「総合的な満足」と 「組織コミットメ

ン ト」の残 された分散を統計 的に有意に減 らし

た。 しかし，標準化 された偏回帰係数の有意水準

を調べたところ，「配慮的 リーダーシップ」だけが

統計的に有意で，「タスク中心のリーダーシップ」

は結果変数に何 ら影響を与えていない。 これは，

先行研究の指摘(Korman，1966；Tosi，1982；

Yukl，1989；Yukl&Van Fleet，1992)と 概ね一

致する結果で，驚 くべ き結果ではない。

 驚 くべき結果は，部下の行動面での結果変数で

ある 「社内研究成果」 と 「総合的な研究成果」に

現れた。上司の 「自律的戦略行動」を先にモデル

式に導入 したところ，2つ のリーダーシップ変数

は部下の 「社内研究成果」と 「総：合的な研究成果」

の残された分散を統計的に有意に減 らした。そし

て，標準化された偏回帰係数の有意水準を調べた

ところ，態度変数と同 じく，「配慮的 リーダーシッ

プ」 だけが統計的に有意で， 「タスク中心の リー

ダーシップ」は部下の研究成果に何 ら影響を与え

ていない。「配慮的 リーダーシップ」 は， 部下の

「社内研究成果」と 「総合的な研究成果」に負の影

響を与えており，これまで リーダーシップ論の基

本的な仮定を覆す結果となっている。また，この

ような結果を，「総合的な満足」と 「組織コミット

メント」などの部下の態度面での結果変数と合わ

せて解釈すると，「配慮的 リーダーシップ」は，部

下の態度面での結果変数には正の影響を与えるの

に対 して，行動面での結果変数には負の影響を与

えるという解釈になり，「行動面での結果変数は

態度面での変数を媒介 として現れる」という組織

行動論の基本的な前提 も覆す結果 となっている。

このような結果に対 しては，考察のところでより

詳 しく述べることにする。

5.考 察

 企業の競争優位がイノベーション能力に大 きく

左右されるにつれ， リーダーシップを発揮するこ

とだけに焦点を絞 ってきた中間管理職の役割 も大

きく問われている。事例研究によって，R&D部

門に従事する中間管理職の新たな行動 として早 く

か ら注目されたのは，「自律的戦略行動」といった

「戦略 ・革新行動」である。しか し，R&D部 門に

従事する多 くのプロフェッショナルを研究対象 と

して捕え，中間管理職の 「自律的戦略行動」の効

果を実証 した研究は希である(金 井，1991)。 そ

の僅かな研究も，R&D部 門より一般部門に重き

が置かれていたり，肝心な研究成果を結果変数と

して捉えていない。本研究の最も大きな意義は，

ここで求あることができる。以下では，本研究の

結論，そこから導かれるインプリケーション，限

界などを述べることにする。

 部下の 「総合的な満足」を除けば，本研究の仮

説は立証 された。上司の 「自律的戦略行動」 は，

部下の 「組織 コミットメント」，「社内研究成果」，

そして 「総合的な研究成果」に統計的に有意な影

響を及ぼしていることが分かった。特に，上司の

「自律的戦略行動」 が部下の 「社内研究成果」 と



「総合的な研究成果」にともに正の影響を及ぼし

ているという結果は，イノベーションを成 し遂げ

るたあには中間管理職の役割が如何に重要である

かを明 らかにしている事例研究の結論を強力に裏

付けている。

 驚 くべき結果は，「配慮的 リーダーシップ」と結

果変数との間に現れた。上司が 「配慮的 リーダー

シップ」を発揮 していると認知 している部下 ほ

ど，「総合的な満足」と 「組織 コミットメント」な

ど，態度面での結果変数は高 くなるのに対 して，

「社内研究成果」と 「総合的な研究成果」など，行

動面での結果変数は低 くなるという，お互いに矛

盾するような結果が現れた。これはt「配慮的 リー

ダーシップ」は，部下の高い職務成果につながる

という，「行動アプローチ」の基本的な前提を覆す

結果である。また，「行動面での結果変数は態度面

での変数を媒介として現れる」という組織行動論

の基本的な前提を覆す結果で もある。

 本研究の結果をそのまま受け止あると， これ

は，R&D部 門の特殊性が強 く反映されている結

果 と思われ る。他 の部門と異 なり，プロフェッ

ショナルが多 く働 くR&D部 門の場合，「行動ア

プローチ」や組織行動論の基本的な前提とは異な

り，「配慮的 リーダーシップ」が，部下の態度面で

の結果変数と，行動面での結果変数に全 く異なる

影響を及ぼ しているのか もしれない。換言すれ

ば，上司の 「配慮的 リーダーシップ」が，部下の

上司に対する人間的な信頼感をもたらすことと，

部下の研究成果を高 めることとは全 く別のこと

で，「配慮的 リーダーシップ」によってもたらされ

た部下の高い満足や組織コミットメントが，必ず

しも部下の高い研究成果 とっながるとは限 らな

い。実際，表1で 分かるように，部下の 「総合的

な満足」 と 「組織 コミットメント」などの態度変

数 と，部下の 「社内研究成果」と 「総合的な研究

成果」などの行動変数 との間には，何 ら統計的に

有意な相関が現れていない。すると，特に 「配慮

的な リーダーシップ」 と部下の研究成果との間に

現れている負の方向は，その間にリーダーシップ

の代替要因が存在 していることを強力に示唆 して

いる。

 「行動アプローチ」論 は，2っ の リーダーシップ
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は， どのよ うな状況 で も有効 であ ると仮定 して き

た。 しか し，70年 代 の半 ば頃か ら， リー ダー シッ

プ論 の研究 は新 た な転機 を迎え る ことになる。2

っ の リーダー シップを必要 とせず， ときにはその

効果 を全 く無効 に して しま う代替要 因を探 る研究

がそれである。そ して，多 くの研究 は，R&D部

門 のよ うに，特 にプ ロフェッシ ョナルが多 く働 く

職場 では， リー ダー シップの代替要 因が数 多 く存

在 している と報告 している(Howell&Dorfman，

1986；Howell， Dorfman&Kerr，1986；Kerr&

Jermier， 1978；Podsakoff， MacKenzie &

Bommer，1996)。 R&D部 門 に存在す る， リー

ダーシ ップに代 わる代替要因 として共通 して指摘

されるのは， プロフェ ッシ ョナル ・コ ミッ トメ ン

トで ある◎

 科 学者 ・技 術者 な どの プ ロフェ ッシ ョナルは，

自分 の雇 われている組織 よ り， 自分 の専門分野 や

知 識 に コ ミ ッ トす る存 在 と して知 られ て い る

(Gouldner，1957，1958；Marcson，1960； 太 田，

1994)。 と ころで， プロフェ ッシ ョナルが持 って

いる専門的 な知識 やスキルは，仕事上必要 とな る

情報 に対す る上司へ の依存度 を低 め，結果 的に上

司 の 「タスク中心 の リーダーシ ップ」 の効果 を低

めることになる。一方，研究 テーマや研究方法 に

対す る自律性 や， 同 じ分野 の仲間 に対 する強 い コ

ミッ トメ ン トなど， プロフェ ッショナルの持 って

いる態度 は，「配慮 的 リー ダー シップ」の効果 を妨

げる要因 と して働 く。 なぜ な ら，研究 テーマや方

法 に対す る自律性 を強 く要求す るプロフェ ッショ

ナルは，上司 の 「配慮的 リーダーシ ップ」 を自分

の研究活動 に対す る干渉 と して受 け止 ある傾 向が

強 いか らで ある。 その可能性が現実化す ると，上

司 の 「配慮的 リーダーシ ップ」 は， む しろ部下 の

研究成果 に否定的 な影響 を与 えるか もしれない。

要す るに，R&D部 門 のよ うにプロフェ ッシ ョナ

ルが多 く働 く職場で は，上司が高す ぎる リーダー

シ ップを発揮す ると，部下 はそれ を自分 の研究活

動 に対す る干渉 と して受 け止 あ，部下 の研究成果

を高あ るはずの リーダーシ ップが，結果的 には部

下 の研究成果を低あ るという皮肉 な結果 を招 く恐

れがあ るので ある。本研 究で現れてい る，「配慮的

リーダーシップ」 と研究成果 との負 の方向 は， そ
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の間に，上司の 「配慮的 リーダーシップ」を無効

にするだけでなく，部下の研究成果に否定的な影

響を及ぼすように働 きかけるプロフェッショナル

・コ ミットメントという代替要因が働いているこ

とか ら生 じた結果 と思われる。 いずれにせよ，R

&D部 門の特殊性が強 く反映されている結果で

ある。

 本研究の結果か ら導かれるインプリケーション

としては，次の2っ が指摘できる。まず，R&D

部門で活躍 している， グループ ・リーダーを含め

た中間管理職に対す るインプ リケーションであ

る。R&D部 門の中間管理職は， リーダーシップ

を発揮することが，必ずしも部下の研究成果を高

めるとは限 らず，ときには部下の研究成果を低め

る恐れさ?Lあ るのに対 して，職場の役割を会社全

体の方針や戦略と結び付けたり，将来の方向性に

ついて機会をとらえて語ったり，新たなやり方を

試 してみたり，職場で緊張感を持続させたりする

など，自らの 「自律的戦略行動」は，部下の 「組織

コミットメント」 と研究成果を共に高める有効な

手段でありうるということを充分認識する必要が

ある。これまで部下を動機づけ，仕事をうまく管

理することに多 くの時間を費やしてきた中間管理

職 は，「自律的戦略行動」により多 くの時間と関心

を寄せるべきであろう。もう1つ は，企業に対 し

てのインプリケーションである。企業は，中間管

理職の 「自律的戦略行動」をいかに促すか，その

たあにはどのような組織作 りや人的資源管理 シス

テムが必要であるのかを真剣に考えなければなら

ないと思われる。Kanter(1982)は ，中間管理職

によって多 くのイノベーションを成 し遂げる企業

の特徴として，組織構造がフラットである故に人

や情報の部門間の交流が活発で，人々が社内に散

らばっている資源に対 してす ぐアクセスでき，待

遇 システムも過去の成果より将来の成果を見っめ

るようにしていると指摘 している。

 最後 に本研究 の限界について述べ ることにす

る。本研究の限界 としては，次の4つ が指摘でき

る。第1に ，本研究は，あくまでクロス ・データ

に基づいており， 因果関係 は定かではない。第2

に，本研究の 「階層的重回帰分析」には，年齢や

勤続，学歴，プロフェッショナル ・コミットメン

ト，人的資源管理システムなど，部下の結果変数

に影響すると思われる多 くの変数が入っていない

(蔡 在錫，1996； 守島，1996)。 このような変数

がモデル式に入 っていると， 特 に， 「社内研究成

果」 と 「総合的な研究成果」の場合，かなり異な

る結果が出てくるかもしれない。 第3に ， 「自律

的戦略行動」の尺度上の問題である。本研究では，

「自律的戦略行動」と 「配慮的 リーダーシップ」と

の間に中程度の相関が現れてお り，2っ の次元の

独立性が保たれていない。また，本研究の尺度に

は，ネットワークづくり，情報 ・資源の確保など，

「自律的戦略行動」を全体的に捕えるたあに欠か

せない項目も除かれている。本研究の限界を超え

た，より多 くの研究が期待される。中間管理職が

企業のイノベーションに果たす貢献は，より多 く

の研究が蓄積されてか ら初めて正 しく評価される

だろう。
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